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本日御議論いただきたい論点

⚫ 「長期脱炭素電源オークション」については、これまで主要な論点について御議論をいただいたところで
あるが、初回のオークションは、事前の各種登録を本年10月頃から開始し、応札を来年１月に
実施することとし、そのための準備を進めていくこととしたい。

⚫ 本日は、初回オークションを実施するにあたって整理が必要となるこれまでの議論に付随・派生する
以下の詳細論点について御議論いただきたい。なお、併せて、初回オークションを実施するにあたって
明確化することが必要な事項についても整理を行った。

項目 論点

①対象

・既設火力のアンモニア・水素混焼のための改修案件
・既設火力をバイオマス専焼にするための改修
・特定計量器の設置
・最低入札容量

④入札価格の在り方

・自家消費・自己託送に供される電源
・トーリングの場合の「相対契約の規律」「燃料費」の扱い
・トーリングに準ずる形の卸契約の場合の「燃料費」の扱い
・約定結果の公表

⑤調達方法 ・入札参加資格

⑦上限価格 ・揚水・蓄電池の上限価格

⑩リクワイアメント・ペナルティ
・変動電源に求める年間設備利用率
・再エネに対する規律の在り方
・調整力の具備

※上記のほか、過去の議論の内容の一部について明確化するため、以下の事項を記載。

明確化する事項
１．制度適用期間の開始前に発生する運転維持費
２．事業税（収入割・付加価値割）と事業報酬の算出ルール
３．事業報酬の算定
４．相対契約に対する一定の規律の具体例
５．他市場収益の計算における事業税（付加価値割・所得割）の扱い
６．入札価格・入札容量に関する整理

７．スクラップ＆ビルドで建て替える場合の特例
８．容量拠出金
９．還付額の還元方法
10．制度適用期間前のペナルティ
11．2050年度にバイオマス燃料の専焼化が実現しない場合のペナルティ



（参考）長期脱炭素電源オークションの概要
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〈新制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を

確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉
①収入の水準

⚫ 近年、既存電源の退出・新規投資の停滞により供給力が低下し、電力需給のひっ迫や卸市場価格の高騰が発生。

⚫ このため、脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称
「長期脱炭素電源オークション」）を、2023年度の導入を目処として、検討中。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には、固定費水準の容量収入を原則
20年間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益



１. 対象
２．入札価格の在り方
３．調達方法
４．上限価格
５．リクワイアメント・ペナルティ
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論点１－１．既設火力のアンモニア・水素混焼のための改修案件
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⚫ 第八次中間とりまとめでは、「既設火力をアンモニア・水素混焼にするための改修案件」を本制度の
対象としているが、ここでの「既設火力」とは、既設の「石炭火力」と「LNG火力」を念頭に置いてい
たもの。

⚫ 一方で、既設の「石油火力」についても、アンモニア・水素混焼に改修することが考えられることから、
「既設の石油火力をアンモニア・水素混焼にするための改修案件」も、本制度の対象としてはどうか。

※アンモニア・水素混焼を前提とした石油火力の新設案件は、石炭火力と同様に、対象外。

第八次中間とりまとめ
（【論点①】アンモニア・水素混焼のための新規投資）
（略）
アンモニア・水素混焼のための新規投資は、主に以下のケースが考えられる。
(a)-1 アンモニア・水素混焼を前提とした石炭火力の新設案件
(a)-2 アンモニア・水素混焼を前提としたLNG火力の新設案件
(b)-1 既設の石炭火力をアンモニア・水素混焼にするための改修案件
(b)-2 既設のLNG火力をアンモニア・水素混焼にするための改修案件
(a)-1については、供給力の増加には資するものの、アンモニア・水素混焼を前提とするとしても、CO2排出量の多い石炭火力の新設案

件となることから、対象としないこととした。
(a)-2については、LNG火力の新設案件となるため、CO2を排出する新たな火力発電所の新設案件となるが、調整力として期待できる

側面もあることから、本制度措置の対象とすることとした。
（略）
これらの点を踏まえれば、(b)の既設火力の改修案件は、短期的な供給力の増加には寄与しないものの、中長期的にみて供給力の

確保に繋がる投資といえるため、本制度措置の対象とすることとした。
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論点１－２．既設火力をバイオマス専焼にするための改修
⚫ 第八次中間とりまとめでは、「既設火力をバイオマス専焼にするための改修」を対象としているが、委

員から「完全に専焼化するのではなく、様々な技術で全体としてオフセットした方が費用対効果が高
いケースもある」などの御意見があったことを踏まえると、バイオマス専焼に改修する（下の①②）だけ
でなく、アンモニア・水素等とバイオマスを組み合わせて電源全体を脱炭素化する方法（下の③
④）も考えられる。

⚫ このため、本制度では、これら①～④を含む案件として、「既設火力の化石kW部分※の全てをバイ
オマス化するための改修案件」を対象としてはどうか。※バイオマス化のための改修案件と同時落札条件で本オークションに

入札する部分を除く。

改修前 改修後

石炭
15万kW

本制度により改修

バイオマス2万kW

バイオマス
15万kW

石炭
13万kW

バイオマス
15万kW

本制度により改修

ｱﾝﾓﾆｱ5万kW※1

バイオマス
10万kW本制度により改修

①

②

③
石炭

15万kW

アンモニア5万kW

バイオマス
10万kW本制度により改修

④

石炭
10万kW

アンモニア5万kW

（これまでの整理）
既設火力を

バイオマス専焼
にするための改修

（今後の整理）
既設火力の化石kW部分の全てを

バイオマス化するための改修

※1 別途、アンモニア混焼にするための改修案件とし
て本制度へ入札（この部分のみが不落となった
場合、化石kW部分の全てがバイオマス化しな
いため、同時落札条件付き入札とすることを求
める）

※ 最低入札容量との関係については、11頁参照

第67回制度検討作業部会（2022年6月22日）
・カーボンニュートラルに資する電源を対象とするということだと思うが、負の排出技術もあるため、全体としてオフセットした方が費用対効果が高いケースもある。
その中で、完全に専焼化する必要があるのか、若干疑問が残る。例えばアンモニア・水素について、7割8割程度混焼しておいて、残り部分をオフセットすると
いう考え方もある。完全専焼化を果たすためには、相応のコストが必要となる場合もあるため、柔軟性を持たせるべき。



論点１－３ ．特定計量器の設置

⚫ 昨年11月に御議論いただいたとおり、落札電源のリクワイアメント達成状況の確認のため、１の発
電場所内の複数の電源が本制度に入札を行う場合、プラント毎に1つの特定計量器の設置を求
めることとしているところ。
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第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6
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論点１－３ ．特定計量器の設置

⚫ １の発電場所内に、複数の電源が存在する場合は、入札電源で発電した電気がその別の電源の
所内電力に充当される可能性があることから、入札電源の発電端のみに特定計量器を設置しても、
入札電源由来の電気の系統への逆潮量を把握することができないため、入札電源のリクワイアメ
ントの達成状況が確認できない。

⚫ そのため、同じ発電場所の中で、複数の電源が存在する場合は、按分計量を行うことで入札電源
由来の電気の系統への逆潮量を把握することとし、当該按分計量を行うため、入札電源だけでなく、
本制度に参加しない別電源の発電端にも特定計量器の設置を求めることとしてはどうか。

※本制度に参加しない別電源に新たに設置する特定計量器のコスト（設置費等）も、入札価格に算入可。複数の案件が本制度に入札する場合は、
どの案件の入札価格に算入するかは、事業者の任意。ただし、二重で算入することは不可。

※特別の事情により電源毎にTSOが設置する特定計量器が既に設置されている場合など、按分計量を行わなくても落札電源のリクワイアメントの確認
が可能な場合には、別途特定計量器を設置する必要はない。

３号の系統への逆潮量

＝ ① × ④/(②＋③＋④）

M ：特定計量器

１号 ３号

～
系統

２号

電源線

１の発電場所

※入札電源

M 発電端M 発電端M

送電端M

発電端

①

② ③ ④
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論点１－４．最低入札容量
⚫ 昨年11月に御議論いただいたとおり、本制度の最低入札容量では、揚水・蓄電池※ を除き、同一

場所の発電所における複数のプラントで同時落札条件付の入札を行うことで、合計10万kW以
上又は5万kW以上となる場合も可としているところ。 ※揚水・蓄電池は、同時落札条件付の入札を認めず、

単独で1万kW以上が要件。

第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6
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論点１－４．最低入札容量
⚫ こうした最低入札容量を達成する方法としては、以下のAだけでなく、B～D等も考えられる。

A) 単一の電源種のプラントを複数組み合わせて達成する方法

B) 複数の電源種のプラントを組み合わせて達成する方法

C) 単一の電源種の新設・リプレース案件と既設改修案件を組み合わせて達成する方法

D) 同一の既設火力のプラントで、「既設火力をアンモニア・水素混焼にするための改修案件」と「既
設火力の化石kW部分の全てをバイオマス化するための改修」を組み合わせて達成する方法

A

新設
水素10%
5万kW

アンモニア
2万kW

バイオマス
8万kW

本制度
により
改修石炭

10万kW

B C D

同一場所の発電所

新設
水素10%
5万kW

新設
水素10%
5万kW

同一場所の発電所

新設
バイオマス専焼

5万kW

新設
水素10%
8万kW

同一場所の発電所

既設の改修
水素10%
2万kW

本制度
により
改修

＋ ＋ ＋

＋
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論点１－４．最低入札容量
⚫ このため、最低入札容量を以下のとおりとしてはどうか。 ※表は、赤字・二重取り消し線部分が変更点

➢ 下の表の①～③の案件は、同一場所の発電所における別の①～③の案件と同時落札条件付
の入札を行うことで、合計で10万kW以上となる場合も可とする。

➢ 複数の案件の「合計」で最低入札容量を満たそうとする場合に、あまりに小さい容量の案件が本制
度に参加することを防止するため、１案件の最低入札容量を、揚水・蓄電池と同じ1万kWとする。

対象 最低入札容量

①新設・リプレース案件
※④⑤を除く

10万kW
※設備全体の送電端設備容量ベース
※同一場所の発電所の複数のプラントで別の①～③の案件と同時落札条件付の入札を行い、合計10万kW以上となる場合も可

②既設火力の化石kW
部分の全てをバイオマス
化するための改修案件

10万kW
※新たに生じるバイオマスkW部分の送電端設備容量ベース
※同一場所の発電所の複数のプラントで別の①～③の案件と同時落札条件付の入札を行い、合計10万kW以上となる場合も可

③既設火力の
アンモニア・水素混焼
にするための改修案件

5万kW
※新たに生じるアンモニア・水素kW部分の送電端設備容量ベース。
※同一場所の発電所の複数のプラントで別の③の案件と同時落札条件付の入札を行い、合計5万kW以上となる場合も可
※既設の火力電源を改修し、水素混焼のガスタービン発電設備を追設する場合は、追設するガスタービン発電設備（その排熱由

来の蒸気を用いて蒸気タービン・発電機で発電する部分も含む）の送電端設備容量が10万キロワット以上必要（同一場所の
発電所の複数のプラントで同時落札条件を付けた入札を行い、合計10万キロワット以上となる場合も可）

※同一場所の発電所の別の①～③の案件と同時落札条件付の入札を行い、合計10万kW以上となる場合も可

④揚水・蓄電池の
新設・リプレース案件

1万kW
※設備全体の送電端設備容量ベース
※発電可能時間3時間以上のものに限る

⑤LNG火力の
新設・リプレース案件

10万kW
※設備全体の送電端設備容量ベース
※同一場所の発電所の複数のプラントで別の⑤の案件と同時落札条件付の入札を行い、合計10万kW以上となる場合も可

※複数の案件の「合計」で最低入札容量を満たそうとする場合の１案件の最低入札容量は1万kW（送電端設備容量ベース）



１. 対象
２．入札価格の在り方
３．調達方法
４．上限価格
５．リクワイアメント・ペナルティ
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論点２－１．自家消費・自己託送に供される電源（新設・リプレース案件）

⚫ 現行容量市場では、専ら自家消費・自己託送に供される電源※は参加不可としているが、自家消
費・自己託送のために必要な容量を上回る容量があり、対象となる実需給期間を通して供給力
が提供できる場合は、当該容量について参加可能となっている。 ※専ら特定供給のみに供される電源、専ら特定

送配電事業者が利用する電源も同様。

⚫ 本制度でも、参加可否や容量については、上記と同様の整理とすべきと考えられる。

⚫ 一方、本制度では、入札価格を「固定費÷応札容量」で算定することから、入札価格について、電
源の固定費全額を算入できることとした場合、一部の電気が自家消費・自己託送に供されるにも
関わらず、本制度から固定費全額の収入を得ることができてしまう。

⚫ このため、自家消費・自己託送に供される割合分の固定費は、本制度の入札価格に算入できない
こととしてはどうか。 ※水素混焼案件の場合、LNGと水素は、同じ割合で、自家消費・自己託送・一般需要に供されるものとして扱う。

自家
消費

B％

所内率 A％：発電に要する分

自家消費・自己託送がある場合

自己
託送 C％

入札価格に算入できる固定費：全体の固定費 × D/(B+C+D)

送電端
設備容量 D%：この内の応札容量分が、

本制度に参加できる容量

発電端設備容量
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論点２－１．自家消費・自己託送に供される電源（既設火力の改修案件）
⚫ また、既設火力の改修案件については、左下図のとおり、「改修によって新たに生じる脱炭素kW部

分のコストと容量」を本制度の対象としている。

⚫ ここでも、自家消費・自己託送に供される割合がある場合は、脱炭素kW部分を「自家消費」・「自
己託送」・「一般需要」のどこに充当するか事業者が指定し、「一般需要」に充当する脱炭素kW・そ
れに相当する固定費を本制度の対象とする方法も考えられる。しかし、実際に発電した脱炭素kWh
をどこに充当したかを事後的に確認することが必要となり、非常に複雑な仕組みとなってしまう。

⚫ 従って、制度を簡素化する観点から、自家消費と自己託送は、炭素kW部分と脱炭素kW部分から
同じ割合で充当するものと整理し、本制度に参加できる容量は自家消費・自己託送の割合分を除
いた容量とし、入札価格に算入できる固定費は当該割合分を除いた固定費としてはどうか。

入札価格に算入できる固定費
：水素10万kW部分の固定費

×D/(B+C+D)

LNG

A％

自家消費

水素10万kW

LNG
90万kW

自己託送

自家消費

自己託送

自家消費
自己託送 この内の応札容量分が、

本制度に参加できる容量

B%

C%

改修前
（例）送電端100万kWの既設LNG火力を
水素10%混焼にするための改修を行う場合

水素10万kW

LNG
90万kW

本制度の対象
＝10万kW部分の

コストと容量

＜基本的な考え方＞ ＜自家消費・自己託送がある場合の考え方＞

D%
※一般需要

所内率
改修後

※所内率控除後

自家消費・自己託送分をLNGと水素に9:1で配分
※他市場収益の計算も、それを前提に算定する
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論点２－２．トーリングの場合の「相対契約の規律」「燃料費」の扱い

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5

⚫ 昨年10月に御議論いただいたとおり、意図的に他市場収益を０とし、還付を回避することを防止す
るため、相対契約に対して一定の規律を課すこととしている。



論点２－２．トーリングの場合の「相対契約の規律」「燃料費」の扱い

⚫ トーリング※の場合、電気の所有権は、委託者に帰属するため、委託者と受託者（電源等を保有
する事業者）との間には、電気の卸契約は存在せず、委託者から受託者に支払われる委託加工
料には燃料代は含まれないため、通常の卸契約における卸料金とは金額水準が全く異なる。
※ 委託者が電源等を保有する受託者に対して、燃料を持ち込むとともに、委託加工料を支払い、発電してできた電気を引き取る契約方式。

⚫ このため、トーリングの受託者が本制度に入札を行う場合には、相対契約の規律は、委託者と受
託者の間のトーリング契約（委託加工契約）に対して適用することは不適切であることから、（発
電所に対して燃料を持ち込む大元の）委託者から第三者（自社小売部門含む）に卸販売する
場合の相対契約に対して適用し、当該相対契約の収入を他市場収益の計算に用いてはどうか。

⚫ また、トーリングの場合、燃料を委託者が受託者に持ち込むことから、受託者は燃料費を負担しない
ため、他市場収益の計算の際の可変費は、「（発電所に対して燃料を持ち込む大元の）委託者
の燃料調達コスト＋委託者・受託者に発生する可変費」を用いることとしてはどうか。

※受託者が、委託者が売電先から受ける収入と、上記の燃料関連コストの情報を得て、広域機関や監視委に提出できるようにしておく必要あり。

受託者
※本制度へ入札

委託者

売電先

電気卸料金
卸
契
約

相対契約の規律を適用し、
他市場収益の計算における

他市場収入に使用

委
託
加
工

契
約

電源等

燃料を持ち込む
・委託加工料

電気を
引き渡す
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他市場収益の計算における
可変費に使用

燃料調達元

燃料費燃料

（※）入札の参加主体は、実態に応じて、受託者以外もあ
りうる。具体的には、論点3（23頁以降）を参照。



論点２－３．トーリングに準ずる形の卸契約の場合の「燃料費」の扱い

⚫ トーリングの場合、委託者は、受託者に支払う委託加工料を課税標準から控除できないため、トー
リングと同様に、燃料をA社からB社に提供しつつ、B社からA社が卸供給を受ける形態を採ること
が想定される※ 。
※卸契約の場合、A社は、B社に支払う他社購入電力料を課税標準から控除できる。

⚫ この場合、A社からB社に燃料を提供する際の「燃料費」を、A社の燃料調達コストに比して不当に
高くすることにより、他市場収益を小さくし、還付逃れを行うことも考えられる。

⚫ このため、燃料の提供を伴う卸契約の場合には、トーリングの場合と同様に、他市場収益の計算の
際の可変費は、「（発電所に対して燃料を提供する大元の）A社の燃料調達コスト＋A社・B社
に発生する可変費」としてはどうか。 ※広域機関に還付を行うのはB社。

卸契約の場合

燃料・
卸料金

トーリングの場合

卸収入
に対する事業税
（B社に支払う

卸料金を控除可能）

卸収入
に対する事業税

受託者
※本制度へ入札

委託者

売電先

電源等
委託加工料収入
に対する事業税

B社
※本制度へ入札

A社

売電先

卸
契
約

電源等

電気
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燃料調達元

燃料費燃料

他市場収益の計算における
可変費に使用

相対契約の規律を適用し
他市場収益の計算における

他市場収入に使用

燃料費

電気卸料金
卸
契
約

委
託
加
工

契
約

燃料を持ち込む
・委託加工料

電気を
引き渡す

電気卸料金
卸
契
約

卸収入
に対する事業税

（受託者に支払う委託
加工料は控除不可）

（※）入札の参加主体は、
実態に応じて、B社以外も
ありうる。具体的には、論点
3（23頁以降）を参照。



No. 応札事業者名 落札案件名 落札容量[kW]

1 D株式会社 ○○発電所１号機 120,000

2 ・・・・ ・・・・ ・・・・
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論点２－４．約定結果の公表

⚫ 昨年11月の本部会において、落札案件名・容量を含めた約定結果を公表することについて、ご議
論いただいたところ。

⚫ 現行容量市場においては、事業者の経営情報（個別電源の応札価格など）の扱いに留意して
公表が行われているが、本制度においても、入札の透明性を大前提として、同様の観点にも配慮す
ることが必要と考えられる。

⚫ そのため、現行容量市場における約定結果の公表項目も踏まえつつ、本制度においては、以下のと
おり、約定結果を公表することとしてはどうか。

No. 応札事業者名 落札案件名 電源種
落札容量

[kW]

1 A株式会社 ○○発電所X号機 水素10％ 120,000

2 B株式会社 〇〇発電所Y号機
既設改修

（アンモニア20％）
60,000

3 C株式会社 ○○発電所Z号機 揚水（リプレース） 300,000

4 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

約定結果の公表イメージ

＜脱炭素電源＞

＜LNG＞

約定
総容量

約定
総額

還付※

控除後

脱炭素電源 ○○kW

○○
円/年

○○
円/年

蓄電池
・揚水

○○kW

既設火力
の改修

○○kW

LNG火力 ○○kW

※過去3年のスポット市場と非化石価値取引市場
の価格を元に、次頁の方法により還付額を試算
したものであり、実際の還付額の計算方法・還付
額とは異なる。
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（参考）前頁の還付額の試算方法

太陽光 地熱 陸上風力 洋上風力 一般水力 バイオマス 原子力 LNG
水素

（10%以上）
アンモニア

（20％以上）
可変費

（円/kWh）
0 21.0 1.7 6.4 6.4 4.3

設備利用率
（％）

17.7 73.9 28.0 34.8 44.8 87.0 70.0 70.0 70.0 70.0

※可変費は、直近の発電コスト検証のデータ（2020年時点）における燃料費。

バイオマスは、発電コスト検証のバイオマス（木質専焼）の燃料費。

水素・アンモニアは、別途、サプライチェーン支援制度によりLNG・石炭との値差は補填されたものと仮定し、LNG・石炭の可変費を用いる。

※太陽光、地熱、陸上風力、洋上風力の設備利用率は、上限価格算定時の諸元と同じものを用いる。一般水力は28項と同様。

その他の電源の設備利用率は、発電コスト検証と同じ値（2020年時点）。

※蓄電池・揚水は、発電コスト検証において、可変費・設備利用率が公表されていないため、還付額の試算は行わない。

⚫ 前頁の還付控除後の総額を算定するにあたって必要な還付額は、昨年5月の本部会にてお示しし
た「他市場収益の設定イメージ」の計算方法により算出した他市場収益の金額に、還付割合90％
を乗じることにより試算する。

・上記の計算で用いる可変費・設備利用率

第65回制度検討作業部会
（2022年5月25日）資料5
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（参考）過去の事務局資料
第72回制度検討作業部会

（2022年11月30日）資料6



20

（参考）現行容量市場における約定結果の公表
容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2026年度）



１. 対象
２．入札価格の在り方
３．調達方法
４．上限価格
５．リクワイアメント・ペナルティ

21
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論点３．入札参加資格

⚫ 昨年10月に御議論いただいたとおり、入札参加資格の一つとして、「自らが維持・運用する電源等
を用いて本オークションに応札する意思がある者であること」としている。

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5
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論点３．入札参加資格
⚫ 電気事業法の「発電事業」の定義では、「自らが維持し、及び運用する発電用の電気工作物を用

いて・・・電気を発電する事業」と規定されており、この「自らが維持し、及び運用する」とは、必ずしも
その設備を所有することは必要とされておらず、電気工作物の維持・運用業務について一義的な
責任及び権限を有していれば、「自らが維持し、及び運用する」に該当すると解されている。

⚫ 本制度の入札参加資格である「自らが維持・運用する電源等を用いて本オークションに応札する意
思がある者」における「維持・運用」の解釈は、電気事業法の発電事業における解釈と同様に、必
ずしもその設備を所有することは必要とせず、電気工作物の維持・運用業務について一義的な責
任及び権限を有していることとし、当該権限を有する者が本制度に入札することとしてはどうか。

⚫ ただし、複数の出資会社が存在し、出資比率に応じて当該出資会社が発電計画の作成等の意思
決定を行っている場合には、それぞれの出資会社が発電事業者に該当するが、現行容量市場にお
いては、出資会社の中の１社が応札することとしている。本制度においては、プラント毎の入札を求め
ることとしているが、通常、１プラントの中での責任分界点がないため、本制度においても、出資会社
の中の１社が応札することとしてはどうか。
※ 1プラントにおける複数の出資会社による同時落札条件付き入札は認めない。

※ この場合、代表出資会社が責任を持って、他の出資会社・子会社を含めた全体の卸収入・コストを把握し、入札や他市場収益の還付を行う必要。

⚫ トーリングやリースの場合も、上記と同様の整理としてはどうか。
出資会社が発電所の維持・運用業務について

一義的な責任及び権限を有する場合
子会社が発電所の維持・運用業務について

一義的な責任及び権限を有する場合

子会社
※本制度へ入札

出資会社A 出資会社B

子会社

出資会社A
※代表して本制度へ入札

出資会社B

電源等 電源等

発電事業者電気卸料金 電気卸料金
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（参考）電気事業法における発電事業の解釈

電気事業法
（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
十四 発電事業 自らが維持し、及び運用する発電用の電気工作物を用いて小売電気事業、一般送配電事業、配電事業又は特

定送配電事業の用に供するための電気を発電する事業であつて、その事業の用に供する発電用の電気工作物が経済産業省令で
定める要件に該当するものをいう。

電気事業法の解釈
十四 第１項第14号 「発電事業」の定義
(2) 「自らが維持し、及び運用する」とは、必ずしもその設備を所有することは必要とされておらず、電気工作物の維持・運用業務に

ついて一義的な責任及び権限を有していれば該当する。
このため、電源の所有及び機器の操作は子会社が担っている一方、日々の発電計画の作成等の意思決定を親会社が行っている場

合には親会社が発電事業者に該当し、子会社が発電計画の作成等の意思決定も含めて事業活動を行っている場合には、子会社が
発電事業者に該当する。また、複数の親会社が存在し、出資比率に応じて当該親会社が発電計画の作成等の意思決定を行ってい
る場合には、それぞれの親会社が発電事業者に該当する。



１. 対象
２．入札価格の在り方
３．調達方法
４．上限価格
５．リクワイアメント・ペナルティ
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⚫ 昨年12月に御議論いただいたとおり、揚水のリプレース案件と蓄電池の新設・リプレース案件の上
限価格は、資源エネルギー庁が実施した予算事業にて採択された１万kW以上の蓄電池の新設
案件の申請情報を基に設定することとしており、昨年12月の事務局資料では、令和3年度補正 「再
生可能エネルギー導入加速化に向けた系統用蓄電池等導入支援事業」 にて採択された1万kW
以上の蓄電池の申請情報を基に、上限価格を試算していたところ。

論点４．揚水・蓄電池の上限価格

26

第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料8



（参考）過去の事務局資料
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第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料8



⚫ 発電コスト検証の数値を基に設定する電源種の上限価格は、直近の発電コスト検証の数値をベー
スとして設定することとしていることから、揚水のリプレース案件と蓄電池の新設・リプレース案件の上限
価格についても、直近の資源エネルギー庁が実施した予算事業にて採択された１万kW以上の蓄
電池の新設案件の申請情報を基に設定することとしてはどうか。

論点４． 揚水・蓄電池の上限価格

28

第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料8



１. 対象
２．入札価格の在り方
３．調達方法
４．上限価格
５．リクワイアメント・ペナルティ

29



論点５－１．変動電源に求める年間設備利用率

30

⚫ 第八次中間とりまとめでは、変動電源におけるリクワイアメント・ペナルティとして、最低限満たすべき年
間設備利用率の達成を求めることとしたところ。

第八次中間とりまとめ
⑩リクワイアメント・ペナルティ
＜変動電源におけるリクワイアメント・ペナルティ＞

現行容量市場における変動電源のリクワイアメント・ペナルティは、出力が自然変動する電源の特性を踏まえ、安定電源のリクワイアメント・ペナルティよりも限
定的なものとなっている。

特に、供給力の維持に係るリクワイアメント・ペナルティでは、変動電源・安定電源ともに、以下のリクワイアメント・ペナルティを求めているものの、変動電源につ
いては、自然影響（日没、無風、渇水等）により出力が低下又は停止する場合については、容量停止計画の提出は不要とされており、経済的ペナルティも科
されないこととなっている。
⚫ 実需給年度において、アセスメント対象容量以上の供給力を提供できる状態を維持すること
⚫ ただし、容量停止計画を提出する場合は、8,640コマ(180日相当)を上限に、契約電源の停止またはアセスメント対象容量以下の出力を認める
⚫ 年間計画停止コマ相当数に対して、経済的ペナルティを科す

本制度措置は、現行容量市場とは異なり、入札価格に固定費を全額織り込むことが許容されており、仮に現行容量市場と同様のリクワイアメント・ペナルティを
設定した場合、立地条件が悪く、自然影響により設備利用率が通常よりも著しく低い案件の場合でも、自然変動電源に関するリクワイアメントさえ満たせば、固
定費を全額回収できることとなってしまう。
このため、変動電源については、こうした著しく立地条件が悪い案件を排除するため、最低限満たすべき年間設備利用率の達成をリクワイアメントとして課し、

未達度合いに応じてペナルティを徴収することとした。
脚注25 例えば、FIT/FIP制度で調達価格等を設定する際に用いている最近の導入事例を踏まえた平均的な設備利用率（太陽光17.7％、陸上風力

28.0%等（令和4年度以降の調達価格等に関する意見より））

（参考図37） 変動電源におけるペナルティのイメージ



論点５－１．変動電源に求める年間設備利用率

31

⚫ 具体的に求める年間設備利用率は、上限価格の諸元と同じ想定設備利用率※としてはどうか。

※一般水力は、事務局で調査した直近の大規模な４プラントのコスト実績を元に上限価格を算定することとしており、ここでは想
定設備利用率を用いていないため、一般水力のうち変動電源である流込式水力は、直近の調達価格等算定委員会の調達
価格等に関する意見で示されている5,000kW以上30,000kW未満の中小水力発電の想定設備利用率とする。

第71回制度検討作業部会（2022年10月31日）資料5 32頁
論点５ FIT/FIPの対象となっている再エネの上限価格
（略）
⚫ 具体的には、 FIT/FIP制度の入札で想定される入札価格帯（下図参照）より低い価格であれば、 競争的な再エネ電源といえることから、原則FIT/FIP

制度における翌年度の上限価格※をベースに、本制度の当該年度の上限価格を設定してはどうか。
※ 入札がない電源種は、調達価格・基準価格。同じ電源種で複数の上限価格・調達価格・基準価格が存在する場合は、その中の最低価格。

本制度においてリプレースの定義を別途設けた電源種は、リプレースの区分ごとの調達価格・基準価格。
洋上風力は、再エネ海域利用法に基づく直近の公募の上限価格。
バイオマスは、FIT/FIP制度の上限価格には燃料費が含まれており、燃料費を除いた固定費のみの価格の算出が困難なため、発電コスト検証の数値。

第73回制度検討作業部会（2022年12月21日）資料8 33頁
（参考）上限価格の諸元
太陽光、 陸上風力 翌年度の上限価格 ※前頁は2023年度の太陽光 (50kW以上入札対象未満)の調達価格・基準価格9.5円/kWhを設備利用率

17.7％で円/kW/年に換算、陸上風力15円/kWhを設備利用率28.0％で円/kW/年に換算

電源 年間設備利用率 諸元

太陽光 18.3% 令和５年度以降の調達価格等に関する意見（2023年2月8日）

陸上風力 28.0% 令和５年度以降の調達価格等に関する意見（2023年2月8日）

洋上風力 34.8％
再エネ海域利用法に基づく公募占用指針に関する供給価格上限額について

の委員長案（2022年11月4日）

流込式水力 44.8% 令和５年度以降の調達価格等に関する意見（2023年2月8日）

変動電源に求める年間設備利用率
（募集要綱の公表時に、最新の数値に変更予定）



論点５－２．再エネに対する規律の在り方
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⚫ 昨年10月に御議論いただいたとおり、本制度で落札された再エネ電源については、基本的に
FIT/FIP制度で課されている規律を求め、事業規律の確保を求めることとしている。

第70回制度検討作業部会
（2022年10月3日）資料5



論点５－２．再エネに対する規律の在り方

33

⚫ FIT/FIP制度では、事業計画策定ガイドラインにおいて、様々な事業規律の確保が求められているこ
とを踏まえ、FIT/FIPの対象となっている電源種・規模の案件（太陽光・陸上風力・洋上風力・
地熱・バイオマス）については、FIT/FIP制度における事業計画策定ガイドラインに準拠して事業
運営を求めることとしてはどうか。

⚫ また、FIT/FIP制度では、太陽光の廃棄等費用について広域機関に対する外部積立を求めており、
一定の要件を満たす案件については内部積立も許容しているが、本制度で落札した太陽光について
は、まずは制度運営のための事務負担の軽減・制度の簡素化の観点から、全案件について広域機
関に対する外部積立を求める※こととし、内部積立は今後必要に応じて検討することとしてはどうか。

※積立金の額は、FIT/FIPと同様の金額水準（2023年度は、1.0万円/kW×設備容量）。月次払い（積立金の額の1/120ずつ）で源泉徴収

的に積立を求める。積立金に利息は付さない。

目次
第１章 総則
１． ガイドライン制定の趣旨・位置付け
２． 適用対象の範囲
３． 用語の整理

第２章 適切な事業実施のために必要な措置
第１節 企画立案
１． 土地及び周辺環境の調査・土地の選定・関係手続
２． 地域との関係構築

第２節 設計・施工
１． 土地開発の設計
２． 発電設備の設計
３． 施工
４． 周辺環境への配慮

第３節 運用・管理
１． 保守点検及び維持管理に関する計画の策定及び体制の
構築

２． 通常運転時に求められる取組
３． 非常時に求められる対処
４． 周辺環境への配慮
５． 設備の更新

第４節 地域活用に関する事項
第５節 撤去及び処分（リサイクル、リユース、廃棄）
１． 計画的な廃棄等費用の確保
２． 事業終了後の撤去・処分の実施

第６節 市場取引等により供給する事業(FIP認定事業)を行う場
合の必要な措置

１． 基本的な考え方
２． FIP認定事業独自の認定基準
３． FIT認定事業からFIP認定事業への移行

付録
１． 主な関係法令リスト
２． 主な規格・ガイドライン等



（参考）FIT/FIP制度における太陽光発電設備の廃棄等費用積立制度

34
（出所）太陽光発電設備の廃棄等費用積立制度について

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document03.pdf



論点５－３．調整力の具備
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⚫ 昨年11月に御議論いただいたとおり、本制度で落札された火力（水素・アンモニア混焼を含む）・揚
水・蓄電池については、調整機能の具備を求めるとし、揚水・蓄電池にどのようなスペックの調整機
能を求めるかは、別途要検討としていたところ。

第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6



論点５－３．調整力の具備

36

⚫ これに関し、３月22日の「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（広域機関）」において
議論が行われ、揚水・蓄電池に求めるべき具体的な調整機能のスペックについては、火力（GT又は
GTCC）のグリッドコードで求められている調整機能を参照することを基本としつつ、既存の揚水・
蓄電池のスペックを確認した上で、以下のとおりとする案が提案された。

⚫ これを踏まえ、本制度に参加する蓄電池・揚水※に対して、以下の機能を要件化することとしてはどう
か。 ※リプレースを含む全案件。

第84回調整力及び需給バラン
ス評価等に関する委員会

（2023年3月22日）資料2



（参考）調整力及び需給バランス評価等に関する委員会での議論

37

第84回調整力及び需給バラン
ス評価等に関する委員会

（2023年3月22日）資料2



（参考）調整力及び需給バランス評価等に関する委員会での議論

38

第84回調整力及び需給バラン
ス評価等に関する委員会

（2023年3月22日）資料2



以降の頁は
これまでの議論を明確化するための資料

39



・・・ X年度 X+1年度 ・・・ X+20年度 X+21年度

資本費

運転維持費

40

１．制度適用期間の開始前に発生する運転維持費

⚫ 本制度の入札価格には、「制度適用期間」において生じる見込みの運転維持費を算入することが
できるが、土地の固定資産税や、発電所建設の検討に関する人件費・委託費のように、「制度適
用期間の前」に発生する運転維持費も想定される。

⚫ こうした費用については、実質的に建設費の一部と見做すことができることから、建設費として入札価
格に算入することができるものとする。

⚫ ただし、リプレース案件や既設火力の改修案件の場合は、新たな新規投資によって追加的に発生す
るものとは言えない費用（従前から保有していた土地の固定資産税など）については、建設費に算
入できないものとし、制度適用期間に発生するもののみ運転維持費に算入できるものとする。

制度適用期間

建設費・
系統接続費

運転維持費
（土地の固定資産税、人件費・委託費など）

運転維持費

建設費として入札価格に算入可

入札価格に算入できる費用

供給力提供開始

建設期間

廃棄費用
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２．事業税（収入割・付加価値割）と事業報酬の算出ルール

⚫ 本制度の入札価格には、事業税（収入割・付加価値割）と事業報酬を算入することができるが、
これらの算出方法は以下のとおりとする。

➢ ３つの数値（収入割・付加価値割・事業報酬）の引用の少ない順に算出（付加価値割→
収入割→事業報酬） ※この順で複数回計算を繰り返すことも可

➢ 付加価値割・収入割を算出する際には、その直前での数値に基づき事業報酬A・Bを算出

入札価格
＝ 資本費 ＋ 運転維持費 ＋ 事業報酬
＝ 資本費 ＋（人件費等＋事業税（収入割、付加価値割））＋ 事業報酬C

事業報酬
＝ 下の※の計算式が成り立つ均等化コスト ー 単純平均コスト

※ Σ（均等化コスト/1.05n） ＝ Σ（将来の各年度の支出額/1.05n）
ここに、収入割と付加価値割が含まれる。

収入割
＝ 事業税（収入割）を除く当該電源の総コストの総額 × 税率/(1-税率）
＝（資本費 ＋ 人件費等 ＋ 事業税（付加価値割）＋ 事業報酬B）× 税率/(1-税率）

付加価値割
＝（事業報酬A ＋ 人件費 ＋ 支払賃借料 ）× 税率

算出順
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（参考）過去の事務局資料
第72回制度検討作業部会

（2022年11月30日）資料6



0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

将来の収入・支出のイメージ
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３．事業報酬の算定
⚫ 本制度の制度適用期間は、運転開始の翌年度※から開始される。

⚫ そのため、事業報酬の算定時に作成する将来の本制度対象費用のキャッシュフローベースの支出計
画における運転維持費や、均等化コスト・単純平均コストは、運転開始の翌年度※から計上するこ
ととなるため、改めて事業報酬の算定イメージを示すと以下のとおりとなる。

※本制度の導入直後に落札した電源が、2025年度以前に運転開始した場合は、2027年度。

収入

支出

入札
（0年度）

運転
開始 制度適用期間

運転維持費

資本費※1

※1 0年度以前に支出した資本費は１年目の支出に含める。

単純平均
コスト

税引前WACC5%
が確保できるような

均等化コスト

差額 ⇒ 事業報酬

建設期間

※2

※2 運転開始年度に支出する運転維持費は計上不可。ただし、当該年度に支出する資本費は、計上可
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（参考）過去の事務局資料
第70回制度検討作業部会

（2022年10月3日）資料5
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（参考）過去の事務局資料
第72回制度検討作業部会

（2022年11月30日）資料6
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（参考）過去の事務局資料
第72回制度検討作業部会

（2022年11月30日）資料6
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（参考）過去の事務局資料
第70回制度検討作業部会

（2022年10月3日）資料5



４．相対契約に対する一定の規律の具体例

48

⚫ 本制度の落札電源が、電気や非化石価値を相対契約で販売する場合には、相対契約に対する一
定の規律を満たすことを求めている。

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5



４．相対契約に対する一定の規律の具体例

49

⚫ 相対契約により販売する形式は様々な形式が想定されるが、例えば、以下のようなケースでは、赤字
部分の相対価格に対して、相対契約に対する一定の規律が課せられ、他市場収益の還付の計算
における「実際の他市場収入」の計算に用いられることとなる。

小売
電気事業者

X

発電事業者

電源A
※本制度で落札

ケース１
本制度で落札した電源

単独で相対契約を
締結する場合

ケース２
本制度で落札した電源と

他の電源をセットで
相対契約を締結する場合

電源B
※本制度適用外

小売
電気事業者

Y

相対価格
※Q円/kWh

小売
電気事業者

X

発電事業者

電源A
※本制度で落札

※可変費R円/kWh

電源B
※本制度適用外

相対価格
※P円/kWh

※相対価格Pは、電源Aと電源Bの
総合価格として設定

小売
電気事業者

Y

ケース２の場合における
電源Ａの他市場収益の還付の計算イメージ

還付金額

＝実際の他市場収益×還付割合

＝（実際の他市場収入ー実際の可変費）×還付割合

＝（Ｐ※1ーR）×販売kWh※2 ×還付割合※3

※1  非化石価値取引市場での収入など、本制度以外の市場からの収入
が、相対契約以外に別途ある場合は、当該金額を含めたもの。

※2 電源Aの送電端電力量
※3  還付割合は、実際の他市場収益の多寡によって、85%、90%、

95%の部分がある。

小売
電気事業者

X

相対
価格
※P円
/kWh



４．相対契約に対する一定の規律の具体例
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⚫ 本制度の落札電源を含まずに、複数の電源をセットで相対契約を締結し、その後、相対契約の契
約期間の途中で、本制度の落札電源を相対契約の対象に含める場合、相対価格の変更有無に
応じ、以下の整理とする。

➢ 相対価格を変更しない場合： 「相対契約に対する一定の規律」は、意図的に他市場収益を
発生させない低い価格で販売することの防止が目的であるため、その趣旨に鑑みれば、相対価
格が当初の相対契約の締結時点において当該規律を満たすのであれば、本制度の落札電源を
相対契約の対象に途中から含めるとしても、「低い価格での販売防止」という目的は達成するも
のと考えられることから、その相対価格を継続することができる※。

※ただし、本制度の落札電源を相対契約の対象に含める前のタイミングで、以下のとおり、電力・ガス取引監視等委員会に対する確認が必要。

➢ 相対価格を変更する場合：新規の相対契約と同様に、その時点において、「相対契約に対す
る一定の規律」を満たす必要がある。

相対契約の契約期間

発電事業者

電源A
※本制度適用外

電源B
※本制度適用外

相対契約を締結し
供給開始

相対契約に本制度の
落札電源を組み込み

小売電気事業者X

発電事業者

電源C
※本制度で落札

電源B
※本制度適用外

小売電気事業者X

相対価格
※P円/kWh

相対価格
※P円/kWh

本制度の落札電源を相対契約の対象に含
める前のタイミングで、相対価格が、当初の相
対契約の締結時点において、相対契約に対

する一定の規律を満たしていたかどうか※

監視委に対して確認することが必要

※その相対契約が内外無差別規律に則って締結さ
れていた場合には、価格以外の契約条件が有利なも
のに変更されていないかどうか（例：落札電源を組
み込んだ時点において、その相対契約によって取引す
る1kWh当たりの非化石価値の量が増加していない

かどうか）も含む。

価格は
変更なし
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５．他市場収益の計算における事業税（付加価値割・所得割）の扱い
⚫ 昨年11月の本部会で御議論いただいたとおり、他市場収益の還付の際の「実際の可変費」の具体

例として、「kWhと非化石価値の収入の事業税（収入割）」が挙げられる。

第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6
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５．他市場収益の計算における事業税（付加価値割・所得割）の扱い
⚫ これ以外にも、kWhと非化石価値の収入に関する事業税（付加価値割）や事業税（所得

割）も、kWhや非化石価値の販売によって発生する費用であることから、他市場収益の還付の際
の「実際の可変費」として計上する合理性があるものと考えられる。

⚫ したがって、これらの事業税について、以下の金額を、他市場収益の還付の際の「実際の可変費」と
して計上することを認める。

＜事業税（付加価値割）＞

当該事業者全体の事業税（付加価値割）×

※1 事業税（付加価値割・所得割）控除前の他市場収益

※ 上記の計算により算出された金額が、事業者全体の事業税（付加価値割）を超える場合は、事業者全体の事業税（付加価値割）とする

＜事業税（所得割）＞

当該事業者全体の事業税（所得割）×

※2 事業税（付加価値割・所得割）控除前の他市場収益

※ 上記の計算により算出された金額が、事業者全体の事業税（所得割）を超える場合は、事業者全体の事業税（所得割）とする

落札電源の他市場収益※1 ＋実際の可変費に計上した賃借料

当該事業者全体の付加価値割の課税標準

落札電源の他市場収益※2

当該事業者全体の所得



⚫ 本制度への「入札価格（円/kW/年）」は、昨年11月・12月に御議論いただいたとおり、系統接
続費及びサプライチェーン支援制度・拠点整備支援制度の事後修正と、毎年度の物価補正による修
正が生じるため、最終的には「契約単価（円/kW）」となる。

６．入札価格・入札容量に関する整理
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第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5

第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料8

第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6



⚫ また、本制度への入札容量は、昨年11月に入札価格の算定方法の論点として御議論いただいたと
おり、「入札時点から9年後の調整係数を用いて算出された期待容量を上限として、事業者が設定
する容量（応札容量）」としている。

⚫ また、容量市場と同様に、落札後に部分退出が生じた場合は、応札容量から容量が減少するため、
最終的には「容量確保契約容量（以下「契約容量」という。）」となる。

６．入札価格・入札容量に関する整理
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第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6



⚫ これを踏まえ、昨年10月に御議論いただいた他市場収益の還付の還付割合は、以下のとおりとする。
※昨年10月の資料からの修正点は、赤字・二重取り消し線部分。

（A）入札価格に織り込まれている事業報酬（事業者が入札時に申告。単位「円/年」。）×調整
係数までの他市場収益は、95%還付

（B) 「入札価格契約単価×調整係数契約容量」と供給力提供年度における「容量市場のメイン
オークション価格（対象電源が立地するエリアプライス） ×調整係数契約容量」の差額を超える部分
の他市場収益は、現行容量市場よりも国民負担が小さくなることがあることを踏まえ、85％還
付

（C) (A)と(B)の間の他市場収益は、90％還付

６．入札価格・入札容量に関する整理

55

費用 固定費 可変費

入札価格契約単価×調整係数契約容量
（本制度からの固定収入）

実績収入

事後的な還付

実際の他市場収益

実際の卸市場等からの収入

（B）
85%還付

事後的な還付

実際の他市場収益

入札価格契約単価×調整係数契約容量
（本制度からの固定収入）

事業報酬
×調整係数

税引前WACC5%以下

（C）
90%還付

メインオークション価格
×調整係数契約容量

（A）
95%還付



⚫ また、昨年10月に御議論いただいた市場退出時の経済的ペナルティの計算式も、「容量×調整係数
×落札単価×10%」ではなく、「契約単価×契約容量×10%」とする。

６．入札価格・入札容量に関する整理
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第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5



７．スクラップ＆ビルドで建て替える場合の特例

57

⚫ 昨年10月31日の本部会では、「アンモニア・水素混焼設備を専焼化するためにスクラップ＆ビルドで
建て替える場合の制度適用期間の特例」について御議論いただいた。 第71回制度検討作業部会

（2022年10月31日）資料5



７．スクラップ＆ビルドで建て替える場合の特例（具体的な支払時期等）

58

⚫ こうした特例は、原則として、ビルド＆スクラップによる対応を求めることとした上で、当該対応が困難な
場合に認められる例外的な措置である。そのため、専焼化した設備を建設する際にのみ適用が認め
られる。

⚫ また、専焼化した設備が供給力を提供することが条件となっているため、混焼設備に関する本制度に
基づく未払い分の支払いは、専焼化した設備が運開し、制度適用期間が開始した時点から行われ、
リクワイアメントやアセスメントも専焼化した設備について判断される。

⚫ なお、混焼設備に関する本制度に基づく未払い分については、当該支払いが行われる実需給年度
の拠出金に考慮される。

2020年代 2030年代 2040年代 2050年代 2060年代 2070年代

A発電所
B号機

20%混焼

A発電所
B号機

50%混焼

A発電所
新B号機

100%専焼

容量収入を
得る期間

(運転期間)

20年間

B号機の運転期間

混焼率50%にするため
の改修投資に係る落札

E
解体・

建設工事

A B

C

建設
工事

混焼率20%にするため
の改修投資に係る落札

20年間

20年間

新B号機の運転期間

建設
工事

B
D

E

100%専焼にするための
改修投資に係る落札

D

A

C

新B号機の供給力の提供の継続を条件に混焼設備に
関する本制度に基づく未払い分の支払いが開始する。



７．スクラップ＆ビルドで建て替える場合の特例（差替電源の扱い）

59

⚫ また、スクラップ＆ビルドを認めるにあたっては、落札後「４年後の年度末まで」の間、供給力の提供を
継続することを条件とし、継続できない場合は（供給力の維持違反の）経済的ペナルティを科すこと
としているが、「差替電源」がある場合は、経済的ペナルティを科さないこととしている。

⚫ この「差替電源」は、需給年度単位で認めることとし、当該差替電源を当該需給年度のメインオー
クションでの落札電源として扱い、当該メインオークションの落札価格、リクワイアメント・ペナルティ
を適用する。「差替電源」が認められた期間は、制度適用期間のカウントから除外する※。
※このため、部分差替は認めない。

⚫ なお、次頁の「供給力提供開始時期が遅れた場合の扱い」においても、差替電源があれば経済的ペ
ナルティを科さないこととしているが、この「差替電源」の扱いも、上記と同様※ とする。
※制度適用期間のカウントからの除外は行わないため、部分差替は認める。

2020年代 2030年代 2040年代 2050年代 2060年代 2070年代

A発電所
B号機

20%混焼

A発電所
B号機

50%混焼

A発電所
新B号機

100%専焼

本制度の
容量収入を
得る期間

(運転期間)

20年間

B号機の運転期間

混焼率50%にするため
の改修投資に係る落札

E
解体・

建設工事

A B

C

建設
工事

混焼率20%にするため
の改修投資に係る落札

20年間

20年間

新B号機の運転期間

建設
工事

B
D

E

100%専焼にするための
改修投資に係る落札

D

A

C

新B号機の供給力の提供の
継続を条件に混焼設備に
関する本制度に基づく未払
い分の支払いが開始する。

４年間差替電源が認められた場合

差替電源あり



（参考）
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８．容量拠出金

61

⚫ 第八次中間とりまとめでは、「長期脱炭素電源オークションの容量拠出金（運営に必要な費用）の
負担者・負担割合は、現行容量市場と同様とする」ことと整理された。

第八次中間とりまとめ
⑨拠出金の負担者
現行容量市場は、落札電源のkW価値に対価を支払うことで、落札電源の供給力（kW）を確保するものであり、小売電気事業者に課せられている供給能

力確保義務を達成するための手段と位置づけられている。
このため、現行容量市場を運営する広域機関は、小売電気事業者等から容量拠出金として、供給力確保に必要な費用を徴収することとされている。（一般

送配電事業者・配電事業者についても、周波数調整に必要な調整力を確保する必要があるため、託送料金査定の考え方を踏まえ、相当額を徴収。）
小売電気事業者が容量拠出金の支払いに応じない場合は、電気事業法第２条の12第２項に基づく命令が行われ得ることとなる。

（略）
本制度措置も、落札電源のkW価値に対して対価を支払うことで、長期間、脱炭素電源による供給力（kW）を確保するためのものであることから、現行容

量市場と同様に、小売電気事業者に課せられている供給能力確保義務を達成するための手段と位置づけられる。
このため、長期脱炭素電源オークションの拠出金（運営に必要な費用）の負担者・負担割合は、現行容量市場と同様とすることが適切である。
なお、本制度措置の落札電源が有するkWh価値や非化石価値は、落札電源の事業者が別途市場等で売却して対価を得ることが可能である。

（参考図34） 本制度措置の容量拠出金の位置づけ



⚫ 具体的には、長期脱炭素電源オークションの拠出金は、現行容量市場と同様に、以下の手順により、
全国の拠出金からエリア毎の拠出金を算定し、各エリアで事業者間の配分比率を用いた配分が
行われる。

①エリア別の容量拠出金額の算定

全国の拠出金の総額※1をエリア別のH3需要※2比率に応じて、各エリアに配分する。
※1 当該実需給年度に本制度の適用が開始している電源等の落札価格、落札容量を基に算定

※2 当該実需給年度の４年前に行われる当該実需給年度向けの現行容量市場（メイン）で用いるH3需要

②一般送配電事業者・配電事業者（一送等）の負担総額と請求額の算定

エリアに配分された容量拠出金に、現行容量市場における当該年度の一送等の負担割合※1 を乗じ
ることで、エリア毎の一送等の負担総額を算定し、負担総額を12等分し、各一送等の配分比率※2に
応じて毎月の請求額を算定する。

※1 現行容量市場（メイン）のエリアの一送等の負担総額※3÷現行容量市場（メイン）のエリアの負担総額※4

※2 当該実需給年度の４年前に行われる当該実需給年度向けの現行容量市場（メイン）で用いるH3需要に占める事業者毎の比率

※3 エリアの約定価格×現行容量市場（メイン）で用いるH3需要×7% ※4 経過措置を考慮する前。

③小売電気事業者の負担総額の算定

当該エリアの拠出金の総額から一送等の負担総額を減算することで、エリア毎の小売電気事業者の
負担総額を算定する。

④各小売電気事業者への請求額の算定

エリア毎の小売電気事業者の拠出金の負担総額を12等分し、小売各社の配分比率(実需給年の
毎月のシェア変動を加味したもの)に応じて毎月の請求額を算定する。

８．容量拠出金
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（参考）現行容量市場の容量拠出金の算定

63
（出所）容量市場の制度詳細について

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202207_youryou_seidosyousaisetsumei.pdf



（参考）過去の事務局資料
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⚫ 長期脱炭素電源オークションの容量拠出金は、現行容量市場と同様に月次での支払となる。

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5



（参考）現行容量市場の月次の請求・支払フロー

65
（出所）容量市場の制度詳細について

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202207_youryou_seidosyousaisetsumei.pdf



（参考）現行容量市場における容量拠出金の算定方法
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（出所）容量市場の制度詳細について

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202207_youryou_seidosyousaisetsumei.pdf



（参考）現行容量市場における容量拠出金の算定方法
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⚫ 現行容量市場における容量拠出金は、第20回の本部会において、①前年度の季節のピーク時の
電力（kW）を基礎とし、②各月の小売のシェア変動を加味した上で、小売電気事業者間の配分
を決定することと整理された。

➢①前年度の季節のピークは、夏期ピーク（7月、8月、9月）と冬期ピーク（12月、1月、2月）
実績を用いる

➢②各月の小売電気事業者ごとのシェア変動は、当該月における託送契約電力をもとに算定する

＜請求スケジュールの調整イメージ＞ ＜小売のシェア変動時の調整イメージ＞

第20回制度検討作業部会資料
（2018年3月23日）資料6

第20回制度検討作業部会資料
（2018年3月23日）資料6



（参考）現行容量市場における容量拠出金の算定方法

68
（出所）第31回 容量市場の在り方等に関する検討会 資料6

https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2021/files/youryou_kentoukai_31_06.pdf



９．還付額の還元方法
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第70回制度検討作業部会
（2022年10月3日）資料5

⚫ 昨年10月の本部会では、「落札事業者に対する支払い」の総額よりも、「落札事業者からの還付
額の支払い」の総額の方が大きくなった場合には、広域機関から小売電気事業者に対して、その
差額を精算することとされた。



９．還付額の還元方法

70

⚫ 前頁の整理を踏まえ、「落札事業者からの還付額の支払」の総額のうち、「容量確保契約金額」の
総額までは小売電気事業者及び送配電事業者※に対して還元し、それを超える部分は小売電気
事業者のみに還元する。 ※一般送配電事業者及び配電事業者

5万円
/kW/年

落札時

4.5万円
/kW/年

計
画
停
止
調
整
後

計画停止調整のペナルティ

約
定
価
格

容
量
確
保
契
約
金
額

ペ
ナ
ル
テ
ィ
＋
還
付
後

4.5万円
/kW/年

計画停止調整のペナルティ

仮に大きいペナルティが発生した場合の金額イメージ

0.45万円
/kW/年

実需給期間中
のペナルティ

4.95万円/kW/年

容量確保契約金額の10%

還付
2.7万円
/kW/年

他市場収益
3万円

/kW/年

事業者の留保
0.3万円/kW/年

発電事業者の収支（単位：万円/kW/年）

固定的な収入・費用（容量確保契約金額4.5ーペナルティ4.95ー固定費5）
+可変的な収入・費用（他市場収益3-還付2.7）

=-5.45+0.3=-5.15

小売・送配の
拠出金を算出

小売に還元 小売・送配に還元※

※還付金額が容量確
保契約金額を超える
部分は、小売に還元

小売に還元



10．制度適用期間前のペナルティ
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⚫ 本制度の落札電源に適用されるリクワイアメント・ペナルティは、以下の表のとおり整理された。

⚫ 制度適用期間前のペナルティのうち、容量停止計画の調整については、毎年度発生するため、対象
となる実需給年度の拠出金に考慮される。

⚫ また、市場退出時の経済的ペナルティについては、市場退出した年度の年次精算、供給力提供開
始時期が遅れた場合の経済的ペナルティについては、それにより供給力が低下した年度の年次精算
における拠出金に考慮される。

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5



11．2050年度にバイオマス燃料の専焼化が実現しない場合のペナルティ

72

⚫ 昨年10月の本部会では、既設火力のバイオマス専焼にするための改修案件※は、2050年までにバ
イオマス燃料を専焼化していく必要があり、2051年度期首時点で制度適用期間が終了していない
場合、制度適用期間が終了している場合、それぞれにペナルティを科すことができると整理された。

※論点１－２を踏まえれば、「既設火力の化石kW部分の全てをバイオマス化するための改修案件」となる。

⚫ そのため、本制度において落札した電源は、2051年度期首時点で、制度適用期間が終了している
場合においても、専焼化が実現したことを報告することが求められる。

⚫ なお、専焼化が実現しない場合のペナルティは、2051年度を対象とする実需給年度に請求し、当
該年度の容量拠出金に考慮される※ 。

※2050年4月1日より前に、落札案件の設備を廃止する場合、廃止した年度を対象とする実需給年度に請求し、当該年度の容量拠出金に考慮される。

第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5


